
動画制作サブスクリプション契約書 

 

                   （以下「委託者」という。）と株式会社トラスト

コミュニケーション BOOT（以下「受託者」という。）は、委託者が受託者に対し、動画制作

の作成支援を委託するにあたって、次のとおり基本契約（以下「本契約」という。）を締結

する。 

 

第１条（契約の目的） 

本契約は、委託者が、第２条に定める動画制作の作成支援（以下「本業務」という。）を受

託者に委託し、受託者はこれを受託することに関する契約事項を定めることを目的とする。 

 

第２条（本業務の内容等） 

本業務の内容は別紙記載の通りとする。 

 

第３条（報告） 

委託者は、受託者に対し、本業務の進捗状況や内容等の報告を求めることができる。 

報告について、1ヶ月に 1度行うものとする。 

 

第４条（委託料） 

１.本業務の委託料は、別紙記載の通りとする。 

２.委託者は、本業務の委託料を、当月分を前月末日（末日が金融機関が休業日の場合は前

営業日）までに受託者の指定する指定する支払い方法により支払う。 

ただし、振込手数料は委託者の負担とする。 

 

第５条（秘密保持） 

委託者又は受託者は、相手方の承諾なくして、本契約に関連して相手方から開示された営業

上又は技術上の秘密情報（以下「秘密情報」という。）を、第三者（弁護士等の法律上の守

秘義務を負う者を除く）に対して開示、漏洩してはならず、本契約の履行以外の目的で使用

してはならない。ただし、以下のいずれかに該当する情報は秘密情報には含まれない。 

（１）開示された時点において、既に公知であった情報 

（２）開示された後に相手方の責任によらないで公知になった情報 

（３）開示された時点において、相手方が既に了知していた情報 

（４）正当な権限を有する第三者から、相手方が秘密保持義務を負うことなく適法に 

取得た情報 



第６条（権利義務の譲渡等の禁止） 

委託者及び受託者は、あらかじめ書面により相手方の承諾を得なければ、本契約上の権利義

務ならびに本契約の地位を、第三者に譲渡、移転その他の方法により処分してはならない。 

 

第７条（損害賠償） 

本契約に違反し、相手方に損害を負わせた当事者は、12 か月分の委託料を上限として当該

違反に起因して発生した損害を賠償しなければならない。 

 

第８条（不可抗力） 

委託者及び受託者は、天災地変、戦争、内乱、暴動、疫病、感染症の流行等、当事者の合理

的支配を超える事由により、義務の履行の全部又は一部が妨げられる範囲において、本契約

に基づく義務の履行を免除され、一切の責任を負わない。 

 

第９条（解除） 

１.委託者または受託者は、相手方が本契約に違反したときは、相当の期間を定めた催告を

し、催告期間が終了しても違反が是正されない場合、本契約を解除できる。 

２.委託者及び受託者は、相手方に次の各号いずれかに該当する事由が生じたときは、何ら

の催告を要することなく、直ちに本契約を解除することができる。 

（１）本契約の違反が重大なとき 

（２）破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始の申立てがあったとき 

（３）差押え、仮差押え等の強制執行、または公租公課の滞納処分を受けたとき 

（４）支払停止、または支払い不能に陥ったとき、若しくは手形が不渡となったとき 

３.前二項の定めにより本契約が解除された場合でも、解除権を行使した当事者は損害賠償

の請求を妨げられない。 

 

第１０条（契約の中途終了の場合の報酬請求） 

本契約が受託者の責めに帰すべき事由によらず終了した場合、委託者は受託者に

対して契約の残期間分の委託料を支払わなければならない。  

 

第１１条（反社会的勢力の排除） 

１.委託者及び受託者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総

会屋、社会運動等標榜ゴロ、その他これに準ずる者（以下「反社会的勢力」という。）の

いずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。 

２.委託者及び受託者は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、ただちに本契約を

解除することができ、解除により相手方に損害が生じてもこれを賠償することを要しな

い。 



（１）相手方または相手方の役員が反社会的勢力に該当すると認められるとき 

（２）相手方の経営に反社会的勢力が実質的に関与していると認められるとき 

（３）相手方が反社会的勢力を利用していると認められるとき 

（４）相手方が反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与を

していると認められるとき 

（５）相手方または相手方の役員もしくは相手方の経営に実質的に関与している者が反社

会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

（６）自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行

為、脅迫的な言動、暴力および風説の流布・偽計・威力を用いた信用毀損・業務妨害

その他これらに準ずる行為に及んだとき 

３.委託者及び受託者は、自己が前項各号に該当したため相手方が本契約を解除した場合、

相手方に生じた損害を賠償しなければならない。 

 

第１２条（契約期間） 

１.本契約の期間は、本契約締結日から１年間とし、期間満了１ヶ月前までに、委託者また

は受託者から相手方に更新しない旨の通知がない限り、１年ごとの期間について自動更

新される。 

２.第５条（秘密保持）、第７条（損害賠償）、第１３条（管轄）の規定は、本契約の終了後

も有効に存続する。 

 

第１３条（管轄） 

本契約に関する一切の紛争は、新潟地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第１４条（協議事項） 

本契約に定めのない事項、ならびに本契約の解釈について疑義を生じたときは、当事者間で

誠実に協議のうえ解決する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



以上、本契約の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名捺印のうえ、各自 1 通

を保有する。なお、当事者が別途合意した場合、本契約を書面によらず電磁的方法により

締結することとし、その証として、当事者間で記名捺印に代わる電磁的処理を施した電磁

的記録を作成の上、各自保管する。 

 

  年  月  日 

（委託者） 

 

 

 

（受託者） 

 新潟県新潟市中央区米山 5丁目 14-12信越メディカルビル 2階 

 株式会社トラストコミュニケーション 代表取締役 渡辺 喜則 

 


